日本語学校について(曽我) 

　公立学校における日本語教育に対して、同じ地域にある日本語学校がその学習に協力しているケースが見られる。京都日本語教育センター(1)では、京都市教育委員会の要請を受けて京都市内の公立小学校へ非常勤講師を派遣している。日本語教育は、教員や語学ボランティアによる指導だけでは効果が不十分な場合も多く、高い専門性をもった人材による教授が必要であるため、この取り組みは評価できるだろう。また、センターでは「地域との教育研究活動」と銘打ったプロジェクトも推進しており、近隣の小学校と食文化の交流を行なうなど様々な取り組みがなされている。同校の西原校長によると、「子どもの学習に加えて、親世代との文化交流を促すことも重要」と述べている。石井(1997,7)(2)は、日本語教育の流れについて「日本語学習のみを目的とする学校型日本語学習から、地域と生活を基盤として日本語学習を位置づける社会型日本語学習へ広がりを見せてきて」おり、「日本語教育の枠組みそのものが大きく変容してきている」と指摘している。もちろん、どの日本語学校でも同じような取り組みがなされているのではないが、このような日本語学校と地域の連携の動きはこれからの日本語学習に有効なのではないか。 
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